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これまでの資産運用立国の取組

家計の安定的な資産形成

販売会社等による
顧客本位の業務運営の確保

資産運用業の高度化や
アセットオーナーの機能強化

企業の持続的な成長
金融・資本市場の機能の向上

2022年11月： 資産所得倍増プラン
2023年12月： 資産運用立国実現プラン
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○ 「成長と分配の好循環」を実現し、我が国経済の成長と国民の資産所得の増加につなげていく。
 家計が、安定的な資産形成に向け、より多くの資金を貯蓄から投資に向ける。
 販売会社は家計へ多様な資産形成手段を提供し、運用会社等は受益者の最善の利益を実現できるよう
資金を運用する。

 企業が、その資金を成長投資に回し、企業価値を向上させる。
 その恩恵が資産所得という形で家計に還元され、更なる投資や消費に繋がる。

○ このため、家計、金融商品の販売会社、企業、資産運用会社、アセットオーナーなど、インベストメントチェーンを構
成する各主体をターゲットとした取組を進めていく。
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「成長戦略を加速させるためには、金融の力が必要です。
『資産運用立国』に向けた貯蓄から投資への取組の成果
に基づき、金融を通じ、日本経済と地方経済の潜在力を
解き放つための戦略を策定し、官民連携で取り組んでいき
ます。こうして日本の供給構造を強化し、世界の投資家が
信頼を寄せる経済を実現することで、世界の資本が流れ
込む好循環を生み出します。」

高市総理大臣の所信表明演説（2025年10月24日） 3



⑧【サイバーセキュリティ】

④【金融】

日本成長戦略会議

戦略分野分科会 1月～
（分科会長：副長官（衆）、分科会長代理：副長官補（内政）、

関係省庁局長級）

新設

・関係省庁（経産、防衛）
・有識者12名

◎金融大臣、副長官（衆）
・関係省庁（金融、総務、法務、財務、文科、厚労、経産）

・有識者10名

①【新技術立国・競争力強化】

◎サイバー安全保障大臣（出席）
・関係省庁（内閣府（サイバー）、警察、総務、文科、経産、防衛） ・有識者18名

②【人材育成】

③【スタートアップ】

⑤【労働市場改革】

⑥【家事等の負担軽減】

⑦【賃上げ環境整備】

・関係省庁（内閣府（科技）、文科）
・有識者13名

◎文科大臣
・関係省庁（内閣府（科技）、総務、厚労、経産）     ・有識者４名＋テーマごとに２名

１月～

1月～

◎スタートアップ大臣、内閣府副大臣、内閣府政務官（スタートアップ・金融）、経産副大臣
・関係省庁（内閣官房（GSC室）、内閣府（科技、規制）、金融、デジタル、総務、文科、厚労、
農水、経産、国交、環境、防衛）

１月～

１月～

◎厚労大臣
・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、内閣府（規制）、経産省、国交省、文科省）

副長官補（内政）・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、こ家、厚労、経産） 
  こども家庭審議会子ども・子育て支援分科会、労働政策審議会人材開発分科会、
  労働政策審議会雇用環境・均等分科会等でも議論

新設

新設

新設

新設

新設

１月～

11月～

２月～

スタートアップ政策推進分科会

中小企業政策審議会、労働政策審議会でも議論

賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するWG再編

◎経産大臣

１月～

経済財政諮問会議連携

17の戦略分野における官民連携での危機管理投資・成長投資の促進 分野横断的課題への対応

人材育成分科会

新戦略策定のための
資産運用立国推進分科会

労働市場改革分科会

家事等の負担軽減に資するサービスの
利用促進に関する関係府省連絡会議

政労使の意見交換

サイバーセキュリティ推進専門家会議

※対応者の記載がないものは原則局長級

⑰ 海洋
・関係省庁（NSS、内閣府（科技、宇宙）、外務、
文科、水産、経産、国交、海保、環境、防衛）
・有識者10名１月～

新設 海洋WG

産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会等

◎日本成長戦略大臣

⑩ 防災・国土強靱化 ◎国土強靱化大臣（出席）
 防災大臣（出席）

2月～

国土強靱化推進会議
・関係省庁（内閣府（防災）、総務、厚労、エネ、国交）
・有識者19名

◎賃上げ環境整備大臣

◎：責任大臣

① AI・半導体
・関係省庁（NSS、警察、金融、デジタル、総務、
外務、文科、厚労、農水、国交、環境、防衛）
・有識者９名１月～

新設 AI・半導体WG
◎人工知能戦略大臣 ◎経産大臣

② 造船
新設 造船WG ・関係省庁（NSS、内閣府（科技）、入管、外務、

文科、経産、環境、装備）
・有識者７名１月～

◎国交大臣 ◎経済安全保障大臣

⑧ フードテック
・関係省庁（経産）
・有識者７名12月～

新設 フードテックWG
◎農水大臣

③ 量子
・関係省庁（総務（政務）、外務、文科
（政務）、経産（政務）、防衛）
・有識者７名1月～

新設 量子WG
◎科技政策大臣

④ 合成生物学・バイオ
・関係省庁（内閣府（科技、健康医療）、
文科、厚労、農水、国交）
・有識者12名１月～

合成生物学・バイオWG新設
◎経産大臣

⑤ 航空・宇宙
・関係省庁（内閣府（宇宙）、総務、文科、経産、
国交、防衛）
・有識者10名

新設
１月～
航空・宇宙WG

◎経済安全保障大臣

⑥ デジタル・サイバーセキュリティ
・関係省庁（総務、文科、厚労）
・有識者11名１月～

新設 デジタル・サイバーセキュリティWG
◎経産大臣
◎デジタル大臣

⑦ コンテンツ
・関係省庁（公取（審議官級）、
、総務、外務、文科、経産）
・有識者15名１月～

新設 コンテンツ産業官民協議会

◎CJ戦略大臣

⑨ 資源・エネルギー安全保障・GX
・関係省庁（外務、財務、経産、環境）
・有識者７名１月～

GX実現に向けた専門家WG ◎経産大臣（出席）

⑪ 創薬・先端医療
・関係省庁（文科、厚労、経産
（いずれも政務））
・有識者10名１月～

新設 創薬・先端医療WG
◎科技政策大臣 ◎デジタル大臣

⑫ フュージョンエネルギー
・関係省庁（文科、経産、
規制（部長級））
・有識者７名１月～

フュージョンエネルギーWG新設
◎科技政策大臣

⑬ マテリアル（重要鉱物・部素材）

・関係省庁（内閣府（科技）、外務、文科、環境）
・有識者15名２月～

産業構造審議会 製造産業分科会 ◎経産大臣（出席）

⑭ 港湾ロジスティクス
・関係省庁（サイバー統括室、財務、
経産）
・有識者９名１月～

新設 港湾ロジスティクスWG
◎国交大臣

⑮ 防衛産業
・関係省庁（ NSS（審議官級））
・有識者18名１月～

防衛産業WG新設

◎経産大臣 ◎防衛大臣

⑯ 情報通信

１月～
情報通信成長戦略官民協議会新設

◎総務大臣

◎海洋政策大臣

（副長官（参）ヘッド・内閣官房副長官補（内政）、内閣官房（補室（審議官級）、成長戦略、地域未来）、警察、金融、総務、
財務、国税、文科、厚労、農水、経産、中企、国交、環境）

・有識者10名

・有識者11名

※時期は目途。今後、変更の可能性あり。

4令和７年12月24日 
第２回日本成長戦略会議資料成長戦略の検討体制



新しい金融戦略の策定に向けた検討体制

新戦略策定のための資産運用立国推進分科会
（2026年1月15日第１回開催）

日本成長戦略会議

分科会長 内閣府特命担当大臣（金融）
分科会長代理 内閣官房副長官（衆）
構成員 宇井 理人 ブランズウィック・グループパートナー

上田 亮子 京都大学経営管理大学院客員教授
大槻 奈那 名古屋商科大学大学院 教授
坂本 孝司 TKC全国会会長
菅野 暁 東京大学理事
武田 洋子 三菱総研 常務研究理事
野崎 浩成 東洋大学国際学部 教授
藤田 真理子 LIXIL 執行役専務・CFO
松岡 直美 ソニー銀行 代表取締役副社長

日本経済団体連合会 金融・資本市場委員会 資本市場部会長
家森 信善 神戸大学経済経営研究所 教授

関係行政機関 内閣官房、金融庁、総務省、法務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省
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○ 高市内閣が目指す「強い経済」の実現に向け、資産運用立国の取組を更に推進・発展させる。

○ 企業経営者の更なる意識改革を促し、企業の「稼ぐ力」を高める。投資家の資金を成長投資に回し、 
企業価値を向上させ、従業員や投資家に成果を還元する役割を、企業が果たすことを促す。

○ 家計の貯蓄から投資への動きや、アセットオーナー、金融機関等の機能発揮を更に進める。

資産運用立国の更なる推進

企業の持続的な成長
企業価値向上

家計

アセットオーナー
（年金、大学など）

金融機関や海外投資家

安定的な資産形成

受益者の最善利益の追求

リスクマネー供給促進

コーポレートガバナンス改革金融機関
金融資本市場

高度な資産運用、金融商品開発、
顧客本位の業務運営

企業
資金・人材・知見

を集結

日本経済の持続的成長
家計の所得向上

市場の機能向上

成長投資の促進

NISA、iDeCo
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 日本企業が有する現預金は長期間にわたり増加傾向が継続。
 他方、持続的な成長の実現に向けた投資など、経営資源の最適な配分が実現されていないとの指摘。
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コーポレートガバナンス・コード改訂の検討の方向性

 コードのプリンシプル化・スリム化
• 実務に十分浸透した箇所や他法令との重複が生じている箇所を中心に、削除・統合を検討。
• 企業の対応コスト・開示負担に配慮しつつ、中長期的な価値向上に向けた本質的な取組に注力できるよう後
押し。

経営資源の適切な配分
• 多様な投資機会（研究開発投資・人的資本投資等）があることを認識し、現預金を含めた資源の配分が
適切かを不断に検証することを求める。

有価証券報告書の定時株主総会前の開示の促進
• 投資家との建設的な対話を後押しするため、投資判断に重要な情報が掲載されている有価証券報告書を上
場企業が株主総会前に開示する取組を更に促進。

取締役会事務局の機能強化
• 取締役会の議論を実効的なものにするため、議長や独立社外取締役等を支援する重要な役割を果たす
事務局の機能強化を促進。
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地域金融力の強化に必要な方策の検討

9

 人口減少・少子高齢化その他の環境変化に直面する地域が持続的に発展を目指す中で、地域金融の地域経済に貢献する力
（＝「地域金融力」）への期待は極めて強い。

 各地域ではこれまでも数多くの優れた取組が行われているが、そうした経験を共有し、地域金融機関をはじめとする様々なプレイ
ヤーが連携して地域金融力を発揮していくため、①地域企業の価値向上への貢献・地域課題の解決、②地域金融力発揮のため
の環境整備からなる地域金融力強化プランを強力に推進する。

地域外のプレイヤー

国・地方公共団体 地域の事業者

教育・研究機関

地域金融機関

①地域企業の価値向上への貢献・
地域課題の解決

・内外プレイヤーとの連携を通じた中堅企業等の成長支援
・地域企業へのM&Aや事業承継、事業再生、人材確保支援
・地域の事業者に対する事業性融資・DX支援
・地域金融機関等の官民連携のまちづくりへの参画
・地域金融機関による地域活性化の取組事例の共有・活用
・投資専門会社を通じた資本性資金の供給の促進

等

②地域金融力発揮のための環境整備

・金融機関共通の課題における「共同化」による効率的・
   効果的な対応の推進
・金融機能強化法の資本参加制度・資金交付制度の
期限延長・拡充等

等
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